
東京都千代田区外神田四丁目14番1号
2012年3月期　貸借対照表・損益計算書 日本製箔株式会社

取締役社長　雄谷　助十紀

(単位:千円　千円未満切捨)

金 額 金 額

流  動  資  産 流  動  負  債

現 金 及 び 預 金 129,441 支 払 手 形 333,993 

受 取 手 形 915,818 買 掛 金 3,436,668 

売 掛 金 3,270,003 短 期 借 入 金 1,624,162 

製 品 736,078 未 払 金 110,990 

半 製 品 654,226 未 払 費 用 527,708 

原 材 料 258,632 預 り 金 49,414 

繰 延 税 金 資 産 133,494 未 払 法 人 税 等 13,382 

そ の 他 281,637 設 備 関 係 支 払 手 形 23,416 

流 動 資 産 合 計 6,379,331 賞 与 引 当 金 167,500 

リ ー ス 債 務 4,031 

そ の 他 40,868 

流 動 負 債 合 計 6,332,135 

固  定  資  産 固  定  負  債

 有　形　固　定　資　産 長 期 借 入 金 17,000 

建 物 713,926 退 職 給 付 引 当 金 1,784,861 

構 築 物 32,562 環 境 対 策 引 当 金 8,434 

機 械 及 び 装 置 1,474,300 役 員 退 職 慰 労 引 当 金 23,100 

車 両 及 び 運 搬 具 17,567 預 り 保 証 金 33,286 

工 具 器 具 及 び 備 品 97,663 資 産 除 去 債 務 26,094 

土 地 3,976,885 リ ー ス 債 務 8,286 

リ ー ス 資 産 11,731 再評価に係る繰延税金負債 1,223,774 

建 設 仮 勘 定 19,405 固 定 負 債 合 計 3,124,838 

有 形 固 定 資 産 合 計 6,344,042 負 債 合 計 9,456,974 

 無　形　固　定　資　産

ソ フ ト ウ ェ ア 1,174 

そ の 他 7,955 株  主  資  本

無 形 固 定 資 産 合 計 9,130  資    　本　    金 490,000 

 資　本　剰　余　金

 投 資 そ の 他 の 資 産 資 本 準 備 金 11,634 

投 資 有 価 証 券 515,465 そ の 他 資 本 剰 余 金 569,577 

関 係 会 社 株 式 48,000 資 本 剰 余 金 合 計 581,212 

長 期 前 払 費 用 10,055  利 益 剰 余 金

繰 延 税 金 資 産 63,439 利 益 準 備 金 21,600 

そ の 他 66,281 繰 越 利 益 剰 余 金 654,907 

貸 倒 引 当 金 △11,800 利 益 剰 余 金 合 計 676,507 

投 資 そ の 他 の 資 産 合 計 691,442 株 主 資 本 合 計 1,747,719 

固 定 資 産 合 計 7,044,614 評価・換算差額等

 土 地 再 評 価 差 額 金 2,209,936 

9,315 

評価 ・ 換算差額等合計 2,219,252 

純 資 産 合 計 3,966,971 

13,423,946 13,423,946 

貸 借 対 照 表
（平成２４年３月３１日現在）

 (資産の部)  (負債の部)

資 産 合 計 負 債 及 び 純 資 産 合 計

 (純資産の部)

科 目 科 目

 その他有価証券評価差額金



(単位:千円　千円未満切捨)

15,693,350 

13,672,175 

2,021,174 

1,584,953 

436,221 

受 取 利 息 1 

雑 益 90,930 90,932 

支 払 利 息 14,248 

雑 損 11,354 25,602 

501,550 

固 定 資 産 廃 棄 損 1,289 

投 資 有 価 証 券 評 価 損 178,736 180,025 

321,524 

7,467 

△11,656 △ 4,189 

325,714 

売 上 総 利 益

特 別 損 失

営 業 外 費 用

経 常 利 益

損 益 計 算 書
（自 平成２３年４月  １日

　　至 平成２４年３月３１日）

金 額科 目

売 上 原 価

法 人 税 等 調 整 額

当 期 純 利 益

売 上 高

営 業 外 収 益

法 人 税 ､ 住 民 税 及 び 事 業 税

営 業 利 益

税 引 前 当 期 純 利 益

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費



(単位：千円　千円未満切捨)

資本金 その他利益剰余金
自己
株式

株主資本合計

繰越利益剰余金

平成23年4月1日期首残高 490,000 11,634 569,577 581,212 21,600 329,192 350,792 1,422,004

当期変動額

剰余金の配当に伴う利益準備金の積立

当期純利益 325,714 325,714 325,714

その他資本剰余金から繰越利益剰余金への振替

土地売却による土地再評価差額金からの振替

株主資本以外の項目の事業年度中の変動額（純額）

当期変動額合計 325,714 325,714 325,714

平成24年3月31日残高 490,000 11,634 569,577 581,212 21,600 654,907 676,507 1,747,719

平成23年4月1日期首残高 2,036,534 △ 144,814 1,891,719 3,313,724

当期変動額

剰余金の配当に伴う利益準備の積立

当期純利益 325,714

その他資本剰余金から繰越利益剰余金への振替

土地売却による土地再評価差額金からの振替

株主資本以外の項目の事業年度中の変動額（純額） 173,402 154,130 327,532 327,532

当期変動額合計 173,402 154,130 327,532 653,247

平成24年3月31日残高 2,209,936 9,315 2,219,252 3,966,971

株主資本等変動計算書

（自 平成２３年４月１日　至 平成２４年３月３１日）

資本剰余金
合計

利益準備金
資本

準備金
その他

資本剰余金

資本剰余金

株主資本

利益剰余金

土地再評価
差額金

評価・換算
差額等合計

利益剰余金
合計

純資産合計

評 価 ・ 換 算 差 額 等

その他有価
証券評価差

額金



個　別　注　記　表

１．継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況

該当事項はありません。

２．重要な会計方針

（１）有価証券の評価基準及び評価方法

①子会社株式・・・・・・移動平均法による原価法

②その他有価証券

時価のあるもの・・・決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産

直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）

時価のないもの・・・移動平均法による原価法

（２）デリバティブ取引の評価基準及び評価方法

時価法

（３）たな卸資産の評価基準及び評価方法

製品・半製品・・・・総平均法による原価法（貸借対照表価額については収益性の

低下に基づく簿価切下げの方法）

原材料・・・・・・・移動平均法による原価法（貸借対照表価額については、収益性の

低下に基づく簿価切下げの方法）

（４）固定資産の減価償却の方法

有形固定資産（リース資産を除く）

定額法

無形固定資産（リース資産を除く）

定額法

　なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（5年）に

基づく定額法によっております。

リース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

　なお、所有権移転外のファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が

企業会計基準第13号「リース取引に関する会計基準」の適用初年度開始前のリース

取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

（５）引当金の計上基準

貸倒引当金

　債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸

倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を

計上しております。

賞与引当金

         定期に支給する従業員賞与に備えるため、当期に含まれる未支給の支給対象期間　従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額の当事業年度負担

額を計上しております。

退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額に

基づき計上しております。

　数理計算上の差異については、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤

務期間内の一定の年数（10年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌

事業年度から費用処理することとしております。

役員退職慰労引当金

　役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく当事業年度末現在の要支給

額を計上しております。

環境対策引当金

　アスベスト除去及びＰＣＢ（ポリ塩化ビフェニル）廃棄物処理等の環境対策費用

の支出に備えるため、今後発生すると見込まれる金額を計上しております。

（６）消費税等の会計処理

税抜方式によっております。



３．貸借対照表に関する注記

（１）有形固定資産の減価償却累計額 千円

（２）関係会社に対する金銭債権債務

①短期金銭債権 千円

②短期金銭債務 千円

（３）土地再評価法の適用

　「土地の再評価に関する法律」（平成10年3月31日公布法律第34号）に基づき、事業用土

地の再評価を行い、土地再評価差額金を純資産の部に計上しております。

再評価の方法

　「土地の再評価に関する法律施行令」（平成10年3月31日公布政令第119号）第2条第3

号に定める固定資産税評価額及び第2条第4号に定める地価税法に基づいて合理的な調整

を行って算定する方法によっております。

再評価を行った年月日

再評価を行った土地の期末における時価と

再評価後の帳簿価額との差額

４．損益計算書に関する注記

関係会社との取引高

売上高 千円

仕入高 千円

営業取引以外の取引高 千円

５．株主資本等変動計算書に関する注記

（１）当事業年度末日における発行済株式の数

株式 16株

（２）当事業年度末日における自己株式の種類及び数

該当事項はありません。

６．金融商品に関する注記

（１）金融商品の状況に関する事項

　当社は、親会社である古河スカイ株式会社の運営するＣＭＳ（キャッシュ・マネジメント

・システム）に参加しております。一部の銀行借入を除き、必要資金は親会社より調達し、

また余剰資金は親会社に対して預入を行っております。

　受取手形及び売掛金に係る顧客の信用リスクは、与信管理規程に沿ってリスク低減を図っ

ております。また、投資有価証券は株式であり、上場株式については四半期ごとに時価の

把握を行っております。

（２）金融商品の時価等に関する事項

　平成24年３月31日（当期の決算日）における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額に

ついては、次のとおりであります。

（単位：千円）

（1）現金及び預金

（2）受取手形及び売掛金

（3）投資有価証券

その他有価証券

（4）支払手形及び買掛金

（5）短期借入金

（6）長期借入金

（*）負債に計上されているものについては、（　）で示しております。

－

73

381,965

(3,770,662)

(1,624,162)

(17,073)

－

－

－

差額

129,441

4,185,821

129,441

4,185,821

－

平成13年11月30日

3,312,297

9,104,838

18,098

16,125,641

1,022,709

5,177,380

貸借対照表計上額（*） 時価（*）

(3,770,662)

(1,624,162)

1,699,630 千円

(17,000)

381,965



（注1）金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項

（1）現金及び預金、並びに（2）受取手形及び売掛金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該

帳簿価額によっております。

（3）投資有価証券

これらの時価について、株式は取引所の価格によっております。

（4）支払手形及び買掛金、並びに（5）短期借入金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該

帳簿価額によっております。

（6）長期借入金

長期借入金の時価については、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に

想定される利率で割り引いて算定する方法によっております。

（注2）非上場株式（貸借対照表計上額133,500千円）は、市場価格がなく、かつ将来キャ

ッシュ・フローを見積ることなどができず、時価を把握することが極めて困難と認め

られるため、「（3）投資有価証券　その他有価証券」には含めておりません。

（注3）関係会社株式（貸借対照表計上額48,000千円）は、市場価格がなく、かつ将来キャ

ッシュ・フローを見積ることなどができず、時価を把握することが極めて困難と認め

られるため、注記を省略しております。

７．税効果に関する注記

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別内訳

繰延税金資産

退職給付引当金 千円

減価償却超過額 千円

繰越欠損金 千円

賞与引当金 千円

未払法定福利費 千円

たな卸資産評価損 千円

その他 千円

繰延税金資産小計 千円

評価性引当金 千円

繰延税金資産合計 千円

繰延税金負債

繰延税金負債合計 千円

繰延税金資産の純額 千円

８．リースにより使用する固定資産に関する注記

　貸借対照表に計上した固定資産のほか、事務用電子機器及び試験・測定機器の一部については

リース契約により使用しております。

リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期末残高相当額

（単位：千円）

　なお、取得価額相当額の算定は、未経過リース料期末残高が有形固定資産の期末残高等

に占める割合が低いため、支払利子込み法によっております。

3,866

6,278

減価償却累計額相当額

32,315

42,526

74,841

196,934

1,500,638

期末残高相当額

2,412

224,974

9,460

1,294,244

5,234

合計

206,394

取得価額相当額

34,728

46,392

81,120

無形固定資産

工具器具備品

647,095

75,677

470,320

63,666

13,670



９．関連当事者との取引に関する注記

（１）親会社及び法人主要株主等

資本金

(百万円)

製品の
販売

製品の販
売(注1) 売掛金 246,026

買掛金 2,872,173

未払費用 234,285

資金の借入 短期借入金 1,590,962

取引条件及び取引条件の決定方針等

（ 注1） 製品の販売及び原材料の仕入については、 価格その他の取引条件は、 市況を勘案し、 当社と

関連を有しない他の当事者と 同様の条件によっており ます。

（ 注2） 営業取引について取引金額には消費税等は含まれず、 期末残高には消費税等を含んで表示

しております。

（２）子会社及び関連会社等

資本金

(百万円)

受取手形 548,353

売掛金 200,351
製品
の仕
入

製品の仕
入(注1) 買掛金 37,161

支払手形 259,554

買掛金 161,079

取引条件及び取引条件の決定方針等

(注1)製品の販売及び製品の仕入については、価格その他の引取条件は、市況を勘案し、当社

と 関連を有しない他の当事者と 同様の条件によっており ます。

(注2)営業取引について取引金額には消費税等は含まず、期末残高には消費税等を含んで表示

しております。

（３）兄弟会社等

重要性がないため記載を省略しております。

（４）役員及び個人主要株主等

該当事項はありません。

10.１株当たり情報に関する注記

（１）株式１株当たりの純資産額　　　247,935,741円

（２）株式１株当たりの当期純利益　　 20,357,157円　

科目
期末残高
（千円）(千円）

取引金額

549,167

原材
料の
仕入

特殊
箔事
業

70.0
役員
の兼
任

製品の販
売(注1)

100.0
役員
の兼
任

2,763,130

533,436

子会社

ニッパ
ク産業
株式会

社

滋賀
県草
津市

40
製品の仕
入(注1)

2,438,180
製品の
仕入

子会社

製品の
販売

取引の
内容

日本金
属箔工
業株式
会社

東京
都千
代田
区

48
アル
ミ箔
事業

属性
会社等

の
名称

住所

事業
の内
容又
は職

議決権の所有
（被所有）割

合（％）
関連当事者との関係

6,133,221

-501,922

東京
都千
代田
区

16,528
(被所有)直接

100.0

役員
の兼
任

非鉄
圧延
品事
業等

親会社

取引金額
属性

会社等
の

名称
住所

事業
の内
容又
は職

議決権の所有
（被所有）割

合（％）

古河ス
カイ株
式会社

原材料の
仕入
(注1)

関連当事者との関係

(千円）
科目

取引の
内容

期末残高
（千円）


